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１．港湾国際流通拠点に期待される役割

■わが国とアジア諸国等との経済活動の一体化の進む中、港湾を介した海外との貿易、物資流動が、今後、更に

活発化することが見込まれる。

■このような状況において、国際貨物輸送の99.7％を担うコンテナ貨物輸送を中心とする海上輸送の拠点としての

港湾におい ては、 「リードタイ ム短縮、物流コスト削減、輸送品質の向上」とい った荷主のニーズに最大限に 応え、

国際競争力の確保等を支援していくという役割が期待される。さらに 、物流過程の環境負荷軽減を図ることで、

企業経営における重要な課題となっている環境保全への取り組みを支援してくという役割も期待される。

1注）第一回研究会に提示済
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【 １】 役割  
わが国産業の国際競争力の強
化支援

。 、ＳＣＭ 。■企業活動を支援 特にグローバルロジスティック戦略    戦略を支援 

･････ 。　      企業の多様な物流のニーズに対応 
→ＪＩＴ、　      多頻度小口輸送
→　  在庫・配送拠点の集約
→　  流通加工・アセンブリ
→ 　 多国間部品供給　等

【 ２】 役割  
消費者へのサービス向上支援

、 、■国民が多様な輸入製品を安価に かつ迅速に入手できるように 国際物
。　 流の効率化を支援 

【 ３】 役割  
環境保全の取り組み支援

、 、■物流の合理化 コンテナ貨物流動の整流化を推進し 企業の環境負荷軽
。･････ 、 。　 減に対する取り組みを支援      非効率な業務 非効率な輸送を解消 

【 ４】 役割  

地域産業の振興支援
、■中小企業の活性化 港湾関連産業・港湾利用産業の雇用の創出と地域

。　 発展を支援 
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２．港湾国際流通拠点に求められる機能

わが国産業の国際貿易を支える流通体系の最近の動向として顕在化しつつある、クロスドック方式、Ｖ ＭＩ方式等

に見られる物流ニーズの高度化等の動向を踏まえ、港湾国際流通拠点に期待される機能には、荷主等のニーズ

に対応した物流の高度化・効率化を促進するための「物流効率化機能」と、海外生産拠点と国内生産拠点の連携

によるわが国産業の国際競争力向上に も資する流通加工・製造の高度化・効率化を促進するための「価値付加機

能」があると考えられる。

2注）第一回研究会に提示済
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Ⅰ． ：  物流効率化機能 物流の高度化・効率化を促進

Ⅱ． ：  価値付加機能 流通加工・製造の高度化・効率化を促進

３■ PLの総合的推進
３・物流全体の効率化を図る PL事業者等の育成

３ＰＬ・   事業者等が立地しやすい環境を整備

荷主や消費者の多様なニ
ーズに応えられる高度な
物流を実現

■物流の整流化・共同化の促進
・物流機能の共同利用等によるスケールメリットの活用で
きる環境を整備

、物流コストの削減 　陸上
、交通の混雑緩和 環境負

荷の軽減

■グローバルな生産体制の構築を目指す企業戦略の支援

・グローバルに調達される部品等とわが国の技術力を融合

、高付加価値製品の創出 

効率的な加工・製造
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【港湾国際流通拠点に求められる機能：Ⅰ．物流効率化機能】
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【港湾国際流通拠点に求められる機能：Ⅱ．価値付加機能】
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グローバルに調達される部品
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の融合の支援
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３．港湾国際流通拠点に求められる属性
３－１ 基本的な考え方

■物流効率化機能、価値付加機能を備え、わが国産業の国際競争力強化等を支える「港湾国際流通拠点」を具

体化 していくには、国際物流体系における港湾の拠点性を高めていくことが必要不可欠と考えられる。

■港湾の拠点性を高めていくための取り組みとしては、「港湾固有の立地特性の活用」、さらに「各種機能集積に

よる総合力の発揮」の２つの方向性が考えられる。

5

港湾国際流通拠点の拠点性向上に
向けた取り組みの方向性

１：方向性  港湾固有の立地特性の活用 ２：方向性  各種機能集積による総合力の発揮

■わが国産業の国際貿易を支える国際コンテナ貨物流動に
、 「おいて 港湾は 海外とわが国とのゲートウェイであるコン

、テナターミナルと 国際貿易を支える高度な物流関連機能
」 。が集積する という固有の立地特性を備えている 

、■さらに 港湾によっては直背後に大規模な消費地が位置し
。ているケースもある 

、■わが国産業の求める物流ニーズは 絶えず多様化・高度
。化が進んでいる 

、■多様化した荷主ニーズや貨物の特性等に的確に対応し 
、国際物流の効率化等を支援していくには 従来の海上貨

物を中心とする保管・荷捌き機能だけでは十分なサービス
。を提供できない 

、港湾固有の立地特性を活かし 港湾でのみ対応
可能となる物流効率化の実現

↓ 

コンテナターミナルとの一体性の確保

多様化・高度化を続ける荷主ニーズ等に対応した
物流サービスの提供

↓ 

各種機能を併せ持つ総合性の確保

相乗効果
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３－２ コンテナターミナルとの一体性

港湾固有の立地特性を活かし、わが国の国際物流のゲー トウェイ であるコンテナターミナルと、港頭地区に集積

する各種機能との一体化を図ることで、「流通業務の更なる効率化に対するニーズへの対応」、「流通加工などの

価値付加ニーズ への対応」、「企業経営の重要な課題である環境負荷軽減への対応」という点で、港湾国際流通

拠点の利用価値を更に高めていく ものと期待される。
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①ＣＴ   と物流拠点との間の輸送所要
時間の短縮

④ＣＴ   と物流拠点との間の輸送所要
時間の正確性向上

②ＣＴ   と物流拠点との間の輸送コスト
の削減

③ ＣＴ 物流拠点から  への空コンテナ回
送費用の削減

⑤ （ 国内輸送の効率化 走行台キロの
）削減 による環境負荷の軽減

⑥ 直背後の大消費地等への配送コス
トの削減

⑦ 、 輸入部品の組み立て 加工におけ
る国内輸送コストの削減

直接的なインパクト
（ＣＴ ）   との物理的な近接性による効果 

波及的なインパクト
（ ） 港湾国際流通拠点利用による効果 

利用者にとっての利用価値

⑧ 騒音等の周辺環境に及びす影響
の低減

リードタイムの短縮

トータルコストの削減

リードタイムの安定性向上

（企業活動に関わる環境負荷 環境コ
）スト の低減
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7

３－３ 各種機能を併せ持つ総合性

国内外物流ネットワークの結節点である港湾におい もて、「従来の海上物流を中心とした保管、荷捌き等の物流

拠点」から、わが国産業のグローバルロジスティクスを支える様々な機能を併せ持つ総合的な物流拠点として、機

能の拡充と高質化を図ることにより、円滑かつ効率的な物流ネットワー ク等の構築に 貢献でき、リードタイ ムの短縮、

トータルコストの削減等を実現するものと期待される。

、総合的な物流拠点 価値付加拠点としての港湾国際流通拠点の実現

わが国産業の国際貿易に係わる海・陸・空
の全ての貨物流動をカバーしたシームレス

な物流を実現する総合的な拠点

、 、保管・荷捌きだけでなく 在庫管理 流通
、 、加工 製造 配送まで含めた一貫物流サ
ービスを実現する総合的な拠点

、物流効率化の支援 拠点で働く人達の
就労環境の向上を実現する総合的な拠点

リードタイムの短縮　トータル物流コストの削減　輸送品質の向上　環境負荷の軽減

多様な貨物特性や荷主ニーズ
に応じた輸送システム選択の自由度の向上

、機能集積 貨物集積を活かした
スケールメリットの活用環境の整備
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４．港湾国際流通拠点の目指すべき姿
４－１ コンテナターミナルとの一体化により港湾国際流通拠点の目指すべき姿

■コンテナター ミナルと港湾国際流通港湾の一体化方策としては、機能的に連携していること、物理的に連携して

いることの２つの観点で捉えることができる。

■機能的な連携としては、国際貨物を扱う前提となる保税機能の活用、さらに関係者間の物流情報等に 関する情

報の共有化により一体性を確保する。

■さらに 、物理的な連携としては、コンテナター ミナルと港湾国際流通拠点の間におけるコンテナ流動において

シームレスな輸送が可能となる環境整備により一体性を確保する。
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機能的な連携による一体化

物理的な連携による一体化

総合保税地域制度の適用による外国貨物取扱におけ
る一体性の確保

コンテナターミナルと港湾国際流通拠点間のコンテナ
貨物流動に関わる関係者間の情報共有化による一体
性の確保

コンテナターミナルと港湾国際流通拠点間のコンテナ
、輸送において シームレスな輸送環境を整えることに

よる一体性の確保

一体化方策の視点 一体化のための具体的な方策
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１）機能的な連携による一体化
（１）総合保税地域制度の活用による一体化

コンテナターミナルと物流拠点が、ある一定のエリア内に集積して立地している港湾固有の特性を活かしていく

には、コンテナターミナルと港湾国際流通拠点を含むエリアを総合保税地域に指定し、国際貨物の取扱において

連続性を持たせることが効果的であると考えられる。

9

現状の課題

、 、 。○指定保税地域 保税蔵置場では 外国貨物についての可能な作業が限定されている 
（ ） 、 、○CT コンテナターミナル と背後の保税蔵置場間 また保税蔵置場間の移動の際は 保

。 、税運送手続が必要である また 個別の指定保税地域であるCT間の貨物移動におい
。ても保税運送手続が必要である 

、 、○保税蔵置場の被許可者・貨物管理者として 自ら すべての保税事務を行わなければ
。いけないため負担が大きい 

。○保税蔵置場許可手数料負担が大きい 

総合保税地域制度適用による一体化の効果

、 、○総合保税地域では 蔵置・加工・展示等の保税地域の機能を総合的に活用でき 将
、 。来 国際水平分業体制のなかで部品輸入・再輸出等の展開が可能となる 

、 。○CTから背後倉庫への移動 各旧保税エリア間の保税運送手続が要らなくなる 
、 。○保税事務の一部を被許可者が担う事によって 保税事務が軽減できる 

。○保税地域の許可手数料負担が軽減される 

指定保税地域

保税蔵置場

々個 の施設が個別の機能

総合保税地域制度を適用しコンテナ

ターミナルと港湾国際流通拠点の外国
貨物取扱の円滑化

、外国貨物扱いのまま 製品・部
、品の流通加工を行ったり 国内

製品とセット梱包で海外へ輸出
。されたりする 
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（２）関係者の情報共有化による一体化

【情報共有化の意味合い 】

■コンテナター ミナルと港湾国際流通拠点の一体化においては、コンテナター ミナルと港湾国際流通拠点との間に

おけるコンテナ貨物流動を効果的にコントロールすることが重要である。

■このためには、コンテナターミナルで貨物管理を担うター ミナルオペレーター 、コンテナターミナルと拠点等との間

の貨物管理を担う海貨事業者、さらに コンテナターミナ ルから貨物を搬出入する陸運事業者との間における情報

共有化が不可欠となる。

10
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【参考：日本コンテナ物流情報ネットワーク（JCL-net）】

国際コンテナター ミナルにおいては、ゲート前におけるトラ ックの渋滞などの問題が生じており、港湾物流の効率

化を図るためには、ター ミナル、海貨・通関、陸運等の関係者間での情報交換の円滑化を図ることが喫緊の課題と

なっている。本システムは港湾物流情報プラ ットフォ ームの一環として構築するものであり、多数の関係者が参加

することにより、コンテナ搬出入業務の大幅な効率化が図られるとともに 、セキュリティ対策等の新たなニーズに活

用することも可能となるものである。

11

ターミナル事業者

海運貨物取扱業者

（通関業者） 陸運事業者
情報の交換・共有情報の交換・共有

コンテナ搬出入業務の電子化

搬出可否情報等の照会

入退場トラクターの管理 等

ＪＣＬ－ｎｅｔの主要機能ＪＣＬ－ｎｅｔの主要機能

【供用開始予定】

神戸港・大阪港：３月14日、東京港・横浜港：３月22日（搬出可否情報提供サービス開始）
その他の港湾：参加準備の整ったターミナルから順次サービス開始
コンテナ搬出入申請等業務については６月から開始予定

【対象港湾】
実施主体となっている各港湾（東京港、川崎港、横浜港、名古屋港、四日市港、大阪港、神戸港、北九州港）
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２）物理的な連携による一体化

コンテナターミナルと港湾国際流通拠点との間において、45ftコンテナ等の特殊コンテナ輸送車両、さらには20ft

コンテナ2個積み車両、40ftコンテナ積載トレーラ ーの連結車両の通行を可能とすることで、港湾内における横持ち

輸送の効率化が可能となる。このためには、一般車両とコンテナ輸送車両の動線を完全に分離する必要がある。

12

コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル

港
湾
国
際
流
通
拠
点

ｆｔ45  コンテナ積み 車両
ｆｔ20  コンテナ2個積み車 両
ｆｔ40  コンテナ2連結 車両

特殊コンテナの
通行可能区域

一般車両の
通行可能区域

通常コンテナ
輸送車両

特殊コンテナ等の輸送車両と一般車両の動線分離による安全性確保の方向性

土地利用等による

特殊コンテナの
通行可能区域の区分
（ ） 一般車両との分離 

一般車両ゲート

港湾関係者のみが利用
する専用道路として指定

（ ） 一般車両との分離 

コンテナゲート

ターミナルゲート
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４－２ 総合的拠点としての港湾国際流通拠点の目指すべき姿
１）港湾国際流通拠点の姿

港湾国際流通拠点は、拠点が備える物流効率化機能、価値付加機能と、それら機能が最大限に活用し、多様

化・高度化する物流ニーズを満足するための環境を整える支援機能によって構成される。

13



港湾国際流通拠点形成方策研究会

２）港湾国際流通拠点の施設構成イメージ

14

・倉庫・工場

・小売店　など

、内陸の産業地域 消費地

： 、 （ ）共同利用民間施設 共同デポ 共同流通加工施設など スペースレンタル 

： ､ ､ ､営業用施設 営業倉庫 営業上屋 トラックターミナル 鉄道ヤードなど

： 、 、 、自家用施設 倉庫 上屋 トラックターミナル 加工施設など

：物流支援業務施設 支援産業の業務ビルなど

：貨物情報設備 貨物情報システム

： 、 、アクセス施設 アクセス道路 臨港鉄道 公共交通機関など

： 、利便施設 休憩所 売店など

： 、基盤施設 廃棄物処理施設 拠点地内の臨港道路など

一
体
的
運
用

支
援
施
設
等

港

湾
国

際
流
通

拠
点

専用道路

一体的運用

鉄道等への円滑な接続
（ 、 ） 臨港鉄道 高規格道路 

倉庫・工場　など

臨港地区物流・産業エリア

連携

： 、公共施設 公共上屋 官公署など

コンテナターミナル
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港湾国際流通拠点

共同利用型
コンテナデポ

IC

内陸消費地・
産業集積圏

高速道路

就労者のための
共同利用型利便施設

鉄道ヤード

特殊コンテナ等輸送
対応臨港道路

上屋、倉庫、トラックターミナル
および共同利用型物流施設等

15

他港へ横持ち輸送

高規格幹線道路等へ
のアクセス道路および
臨港鉄道

内陸消費地・
産業集積圏

総合的拠点としての港湾国際流通拠点の目指すべき姿
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５．港湾国際流通拠点の形成実現に向けた課題
１）物流効率化に係わる港頭地区の抱える課題

物流効率化に 係わる港頭地区の抱える問題点を踏まえ、今後の取り組みにおいて考慮すべき課題を整理する。

16
注）第一回研究会に提示した現状課題を再整理したものである。

分野
区分

Ｃ
Ｙ
搬
出
入
・
輸
出
入
手

続
き
に
関
わ
る
事
項

港
頭
地
区
の
物
流
機
能
に
関
わ
る

事
項

国
内
輸
送
に
関
わ
る
事
項

物流効率化における問題点発生状況

２課題 
国際貿易関係者 間の情報の共有 化

② 、ＣＹ 、 本船到着 日変更等の船舶 運航情報   搬出 入に関 わる情報が 関係者間で十
。分 に共有 化され ていないことによる手続 きや搬出入の遅 れが発生している 

物流効率化に向けた課題

④ 、 港頭地区 における施設 整備 施設利用 に関わ るコストが 内陸地区に比べて割高
、 。となり 港頭地区施設を 利用した流通 効率化に取り組めない 

③ 国際輸送 と国内 輸送の接点であるコンテ ナターミナルのゲート運用時間の 枠組
、 、 、み によ り 特 定時間帯にコンテナ搬出 入車両が集中し 搬出入 の遅れの発生 さ

。らにはコン テナ搬出入車両の 輸送効率の低下 を招いている 

３課題 
ゲートオープン時間 枠の 拡大

４課題 
、用地取得費 施設使用料の低廉 化

⑤ 、 、 港頭地区での作業員確保に関わるコストが 内陸地区に比べて割高となるため 港
。頭地区を利用した流通効率化に取り組めない 

５課題 
人的資源の効果的運 用を 可能とする 環
境の整備

⑨ 、 、 45ftコンテナ 背高コンテナ等の特殊コンテ ナの国内輸送や 港頭地区におけるコン
、 。テナ輸送に制約があるため コンテナ輸送車両の運行効率化に限界が生じている 

９課題 
、特殊コンテナ等の取 扱 輸送効率化を 可

能とする環境の 整備

⑩ 、 港湾と内陸地区との間で 輸入ではデバンニングした後に空コンテ ナを港湾に返
、却する 輸出 では港湾か ら空コンテナを内 陸地区まで回送してバ ンニングする と

、 。いった流れなっており 空コン テナの輸送に対する費用 負担が大きくなる  

１０課題  
空コンテナ輸送の効率 化を 可能とする 環
境の整備

７課題 
港頭地区に集積する既存物流 拠点の 機
能向上の推進

⑦ 、 港湾物流業界の情報化の遅れにより 荷主事業者の高度化在庫管理等に対応し
、 。たサービスの提供が困難であり 港頭地区を利用した流通効率化に取り組めない 

① 、 到着即時 通関制度等の導入によ る輸出入手続き の状況変化に対して 検疫体
、 。制が十分に対応しきれておらず 輸出入手続き の遅れが発生している  

１課題 
検査手続きの充実

⑧ 、 港湾アクセスの渋滞により コンテ ナ搬 出入車両の運行 効率化に限界が生じて
。 、 。 、いる さらに 港湾と内陸地区 の輸送時間の信頼 性が低下している また 鉄道

。た内航海運などが十分 に活用 されていない 

８課題 
港湾と貨物発地・目的 地間のアクセスの
改善

６課題 
港頭地区における就労環境の向上

⑥ 、 港頭地区 における就労 環境が内陸地区に比べて低いものとなっているため パ
。ート・アルバ イト等 の確保が難しい状況にある 
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２）課題解決の方向性

港湾国際流通拠点の形成には、コンテナター ミナルとの一体化等の取り組みに合わせて、港頭地区が抱える物

流効率化等に関わる課題に 対して、ハード 、ソフトの両面で対応していく ことが重要となる。
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分野
区分

Ｃ
Ｙ

 
 

搬
出
入
・
輸
出

入
手
続
き
関
連
事
項

港
頭
地
区
の
物
流
機
能
関
連
事
項

国
内
輸
送
に
関
わ
る

事
項

課題区分

２課題 
国際貿易関係者間の情報の共有化

４課題 
、用地取得費 施設使用料の低廉化

５課題 
人的資源の効果的運用を可能とす
る環境の整備

９課題 
特殊コンテナ等の輸送効率化

課題10
空コンテナ輸送の効率化

７課題 
港頭地区に集積する既存の物流
拠点における機能向上の推進

８課題 
港湾と貨物発地・目的地間のアク
セスの改善

課題解決の方向性

コンテナターミナルからの貨物の搬出入効率化等に資する関係者間の情報
。共有化を推進する 

港頭地区における物流機能等の整備に必要となる土地取得に対する支援
。措置を講じる 

、海上貨物以外の貨物の取扱等により 港頭地区における取扱貨物の総量
。拡大および取扱量の平準化が可能となる環境を整える 

、 。さらに 企業努力による物流効率化等を可能とする環境を整える 

、個品単位での在庫管理等のIT活用による業務改革や 共同物流システムの
。構築による流通業務の効率化に資する既存施設の機能向上を推進する 

、港頭地区へのアクセス道路の強化 さらに臨港鉄道や内航船への円滑な接
。続を可能とする環境を整備する 

コンテナターミナルと港頭地区物流拠点との間における特殊コンテナの輸
、 。送 連結車両によるコンテナの輸送を可能とする環境を整備する 

、港頭地区における共同デポの配置 さらに内陸部の空コンテナのインランドデ
。ポ等との連携により空コンテナ輸送の効率化を可能とする環境を整備する 

３課題 
ゲートオープン時間枠の拡大

１課題 
検査手続きの充実

、コンテナ搬出入ニーズのある時間帯において コンテナターミナルのゲート
（ 、 ） 。オープン時間の拡大 昼休み 夜間 に取り組む 

。税関と同等水準の検査体制に充実する 

拠点形成
関連事項

○

○

○

○

○

○

○

６課題 
港頭地区における就労環境の向上

、共同利用型の利便施設を充実し 港頭地区における就労環境の改善を図
。る 

○


